
Connecting Markets East & West 

© Nomura 2015年12月1日 

Presentation at Nomura Investment Forum 2015 

野村ホールディングス株式会社 
グループCEO 
永井 浩二 



1. 2020年3月期経営目標の再確認 
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海外ビジネスの収益性の更なる改善 

国内におけるビジネスモデルの変革 
2020年3月期 
経営目標 

EPS 100円 



「6重苦」が解消し、日本企業の足枷がなくなりつつある 
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円高 

高い法人実効税率 

貿易自由化の遅れ 

労働規制 
(高い労働コスト) 

電力不足 

「量的・質的金融緩和」を契機に 
円安が進行 

数年以内に20%台に引下げる 
方針を明示 

TPP(環太平洋パートナーシップ) 
協定交渉 

高齢化と人口減少に対する取組み 
外国人労働者の受け入れ検討 

1 

2 
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財政問題 5 消費税の段階的引き上げ 

原発再稼働に向けた議論 

2014年8月時点 2015年12月現在 

円安基調が継続 

2015年度を初年度とする税率
引下げが実現 

アトランタ閣僚会議で 
大筋合意(10月) 

増税延期法案(2017年4月に
10%へ引上げ)が成立 

川内1号機・2号機が 
再稼働 

「一億総活躍社会」実現の動
き、解雇規制の緩和議論 
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日本の企業業績は引き続き好調 

1. 出所：Russel/Nomura Large Cap指数を構成する企業群のうち、NOMURA19業種から公益と金融を除く17業種が対象。縦軸は2011年度から2015年度までの予想経常増益率(年率)、横軸は2011年度から2014年度の海外売上高比率
(平均)としてプロット。業績予想は当社予想優先、東洋経済予想で補完 

2. 出所：日本銀行資料より当社作成。日銀短観・業況判断DIは各年度に属する4四半期の平均、2015年度は6月実績、9月実績、12月予測の平均 

日本企業の利益水準は金融危機前を上回る2 
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予
想
経
常
増
益
率(

年
率
％) 

海外売上高比率(%) 

Russell/Nomura Large Cap指数を構成する企業群の 
海外売上高比率と経常利益増益率1 

平均：17.5% 

業種間で好不調の差はあるものの、直近4年間の増益率は総じて高い 

円安の恩恵を 
受けやすい業種 

内需拡大の恩恵を 
受けやすい業種 
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Russell/Nomura Large Capの経常利益(左軸) 

日銀短観・業況判断DI(大企業・製造業)(右軸) 

日銀短観・業況判断DI(大企業・非製造業)(右軸) 



2013年3月: 
1,579兆円 

現金・預金, 
58% 

217兆円 

個人金融資産に占める有価証券比率が再び拡大 1 

日本の個人金融資産の推移 

1. 出所：日本銀行「資金循環統計」より当社作成 
2. 出所：内閣府、総務省資料より当社作成 

デフレーション 

現金・預金, 
44% 

410兆円 

1989年3月: 
926兆円 

1981年3月: 
372兆円 

現金・預金 
54% 

847兆円 

保険・年金 
27% 

有価証券 
303兆円 

33% 

インフレ? インフレーション 

有価証券 
81兆円 

22% 

GDPデフレーター2(前年度比) 

2015年3月: 
1,708兆円 

15% 

有価証券 
236 兆円 

現金・預金 
52% 

883兆円 

保険・年金 
26% 

18% 

有価証券 
306 兆円 
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日本郵政グループ
上場(2015年11月) 
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海外のビジネス環境 
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欧州 中国 米国 

2014年 2015年 2014年 2015年 2014年 2015年 

4.0

6.0

8.00

0.2

0.4

0.6

0.8

1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 

2年物財務省証券利回り(%) 

失業率(%、逆目盛、右軸) 

-0.8

-0.4

0

0.4

0.8

1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 

2年物ドイツ国債利回り(%) 

消費者物価指数、ユーロ圏(%) 

金融機関に対する規制強化の影響 



2020年3月期経営目標を達成する為のKPI 

2014年8月時点のKPI 環境変化を踏まえたKPI 

3セグメント税前利益 4,500～4,700億円 4,500～4,700億円 

部 
門 
別 

営業部門 

税前利益 1,950～2,050億円 1,950～2,050億円 

顧客資産残高 150兆円 150兆円 

ストック収入 
(費用カバー率) 

1,500億円 
(50%程度) 

1,500億円 
(50%程度) 

アセット・マネジメント部門 
税前利益 450～500億円 550～600億円 

運用資産残高 50兆円 50+α兆円 

ホールセール部門 

税前利益 2,100～2,300億円 2,000～2,200億円 

収益 $9.8bn $7.9bn 

費用 $7.6bn $6.1bn 

フィープール・シェア 3.7% 3.4% 
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2. ビジネスの状況 



営業部門：業績の推移 
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246.3 

23.2 

77.5 

121.1 

70.9 
70.5 

91.4 87.6 

97.5～102.5

0.0

50.0

100.0

0.0

100.0

200.0

300.0

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 半期

収益

税前利益(右軸)

(10億円) 

2013年3月期 2015年3月期 2014年3月期 2016年 
3月期 

2020年 
3月期(KPI) 

(通期：195～205) 



上半期 

営業部門：ストック収入が着実に増加 
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ストック収入費用カバー率 

2013年3月期 2015年3月期 2020年3月期 
KPI 

(10億円) 

2014年3月期 

15% 15% 16% 17% 19% 21% 
25% 

158.7 154.3 160.3 

2016年3月期 

165.0 
154.9 157.0 

140.3 

ストック収入 

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 

約150 

50% 

半期 

22.9 27.0 26.9 29.2 34.3 
39.2 

‘13年3月期上半期→‘16年3月期上半期 
ストック収入：1.9倍 

‘16年3月期上半期→‘20年3月期半期 
ストック収入：1.9倍 

75.0 

20.7 

営業部門費用 



営業部門：ビジネスモデルの変革は順調に進捗 

1. 主要5社は野村證券、大和証券、SMBC日興証券、みずほ証券、三井住友信託銀行が対象 
2. リテールチャネルのみ対象 

投資一任残高 保険販売額2 

(10億円) 

2013年 2014年 2015年 

36.2 
31.5 32.1 

39.3 

95.1 

84.8 

101.1 104.0 

133.9 

115.9 

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 

(10億円) 
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128 142 152 189 242
331

559

978

1,338

1,695

1,928

2,038

17% 17%
15% 16%

18%
21%

26%

32%

35%
36%

0%

10%
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40%

0
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2,000

2,500

3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 10月

投資一任残高：野村證券

主要5社に占める当社シェア(右軸) 1 



営業部門：コンサルティング営業のためのプラットフォーム 

1. 不動産業務部が取扱った国内売買の紹介・共同仲介に基づく。決済月ベース 
12 

お客様 

2015年4月、相続関連ビジネスを開始 
− 遺言信託業務 
− 遺産整理業務 
− 資産承継計画サポート業務 

野村信託銀行 

(10億円) (件) 

野村資産承継研究所 

2015年4月設立 
− 資産・事業の承継に掛かる調査・

研究 
− お客様に対するコンサルティング 

不動産業務部 
法人開発部、  

トータルソリューション開発部 

累計成約件数：25件 (件) 

0
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3月期 

2014年 
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中堅企業M&A 
エントリー件数 

0

100

200

300

0.0

50.0

100.0

2013年 
3月期 

2014年 
3月期 

2015年 
3月期 

取扱高(左軸) 取扱件数(右軸) 1 1 



営業部門：お客様の裾野が拡大(1) 

1. リテールチャネルのみを集計 

大型プライマリー案件に新規資金が流入、残あり顧客口座数も増加 

(万口座) 

0.5 
1.4 

0.5 0.2 
1.5 

3.2 

0.6 
1.1 

3.0 

520.0

525.0

530.0

535.0

540.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 

当月の増加分 
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キャッシュ,  
71% 

MRF/ 
預り金, 
16% 

527.5 528.0 
529.4 529.9 530.1 

531.6 

535.4 
534.8 

大型プライマリー案件の買付原資1 

2015年4～10月：約8,700億円 
 

− ソニーPO/CB 
− トヨタ自動車AA型種類株式 
− 日本郵政IPO 
− ゆうちょ銀行IPO 
− かんぽ生命IPO 

残あり顧客口座数も増加 539.6 

536.6 

0.0 



営業部門：お客様の裾野が拡大(2) 
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NISA口座数、買付金額ともに増加 NISA口座稼働率は昨年を上回るペースで進捗 

(千口座) (10億円) 

2014年 2015年 

43% 

17% 

21% 

25% 

29% 

31% 
33% 

35% 
37% 

39% 

43% 

10%

20%

30%

40%

50%

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

2014年 

2015年 

913.9

1,504

900

1,100

1,300

1,500

0.0

500.0

1,000.0

1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月

累計買付金額(左軸)

開設済み口座数(右軸)



投資顧問 

投資信託 

38.8 
41.7 

45.0 
47.3 

49.8 

12.9  14.2  
16.1  16.0  

20.2  

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 

収益 

税前利益 

18.4  19.6  21.1  23.5  27.0  26.8  

9.5  10.4  9.7  
11.3  

12.3  13.2  

3月 9月 3月 9月 3月 9月 

運用資産残高（ネット） 

アセット・マネジメント部門：当初計画を上回るペースで進捗 
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2015年10月 
42.4 

(兆円) 

27.9 

収益、税前利益の推移 

1.  2013年4月から2015年9月までの資金流入 

50+α 

50 

(10億円) 

2013年 2014年 2015年 

2020年3月期KPI 

2014年 
3月期 

2015年 
3月期 

2016年 
3月期 

2020年3月期のKPIで

ある通期税前利益を

引き上げ 

<2014年8月時点> 

450～500億円 

 

<環境変化考慮後> 

550～600億円 

投資信託への資金流入1(+7.2兆円) 

 ETF(+3.3兆円) 

 投資一任向け投信(+1.7兆円) 

 MRF、MMF等(+1.4兆円) 

投資顧問への資金流入1(+1.0兆円) 

2020年3月期KPI 

(2014年 
8月時点) 

(環境変化 
考慮後) 



アセット・マネジメント部門：多様な成長戦略 

国内戦略 海外戦略 
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投資信託 

投資顧問 

 年金運用の多様化 
 ゆうちょ、かんぽの運用の多様化 

 潜在的な投資ニーズの掘り起こし 
 制度変更への対応 

−NISAの限度額拡大 
−ジュニアNISA開始 
−個人型DC制度の拡大 

 顧客ニーズに即した商品の提供 
−ETF、SMA/ファンドラップ、私募投信等 

1.  Undertakings for Collective Investment in Transferable Securities (UCITS)、欧州委員会指令に定義される譲渡可能証券の集団投資事業のことで、欧州連合における投資信託の統一基準 

営業部門との 
連携 

営業部門・ホールセール部門との連携 
部門内再編による 

対応力強化 

アジア 
PBチャネル強化 
マス・リテール開拓 

中南米 
年金基金の深堀 

外部との連携 

 「貯蓄から投資へ」のためのプラットフォーム拡充 

UCITS1の活用 
−ハイ・イールド 
−日本株、アジア株、ETF 

欧州 
年金・SWF・PBチャネル等への拡販 

ETFマーケット参入 

北米 
年金・保険会社等への拡販 

PB及びリテールへ参入 
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インベストメント・バンキング収益

税前利益(損失)(右軸)

ホールセール部門：業績の推移 
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(10億円) 

2013年3月期 2015年3月期 2014年3月期 2016年 
3月期 

2020年3月期のKPIで

ある通期税前利益を

引き下げ 

 

<2014年8月時点> 

2,100～2,300億円 

 

<環境変化考慮後> 

2,000～2,200億円 

2020年3月期KPI 



ホールセール関連フィープール 

ホールセール部門：フィープール・マーケット・シェア 

 市場環境を踏まえ、今後のフィープール成長率見通しを、年率3%から1%に引き下げ 
 足元の市場環境と、当社のビジネス・ポートフォリオを考慮し、シェア見通しを3.4%に修正 
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192  
149  

113  138  118  108 102 119  103  

69  

64  

59  
56  

62  61 67 
77 

 69  

54  

54  

49  
49  54  57 56 

67 
 61  

315 

267 

221 
244 235 226 225 

263 
233 

2010年 
3月期 

2011年 
3月期 

2012年 
3月期 

2013年 
3月期 

2014年 
3月期 

2015年 
3月期 

2016年 
3月期 
(予) 

2020年 
3月期 

(年率3% 
成長モデル) 

2020年 
3月期 
(今回 

見直し) 

(10億ドル) 

フィクスト・ 
インカム 

エクイティ 

インベストメント・
バンキング  

当社の 
フィープール・
マーケット・シェア 

3.2% 3.7% 3.4% 

エクイティ、インベストメント・

バンキングは緩やかな回復

を期待 

フィクスト・インカムは保守的な

見通しを採用  ～クレジット、

証券化商品が弱含み 

年率1% 
成長に 
引き下げ 

ホールセール部門
収益(10億ドル) 7.1 9.8 7.9 



税前利益の上位10ストラテジー 

ホールセール部門：安定した日本関連プロダクト 
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2014年3月期 2015年3月期 2013年3月期 2016年3月期 

日本 アジア 

欧州 米州 

順位 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期

1 証券化商品
エクイティ・

プロダクト

エクイティ・

プロダクト

インベストメント・

バンキング
クレジット

エマージング・

マーケット

エクイティ・

プロダクト

2 クレジット クレジット
インベストメント・

バンキング
証券化商品

エクイティ・

プロダクト

エクイティ・

プロダクト

インベストメント・

バンキング

3 金利 証券化商品 クレジット
エクイティ・

プロダクト
証券化商品

インベストメント・

バンキング
金利

4 クレジット 金利 クレジット クレジット 証券化商品 クレジット 金利

5 クレジット 金利 金利 金利 クレジット G10為替 クレジット

6 G10為替 金利
エマージング・

マーケット
クレジット

エマージング・

マーケット
G10為替

エマージング・

マーケット

7 証券化商品 クレジット 金利 クレジット
インベストメント・

バンキング

エグゼキューション・

サービス
金利

8 金利 クレジット 証券化商品 クレジット G10為替 証券化商品
エマージング・

マーケット

9 エマージング・

マーケット
G10為替

エグゼキューション・

サービス
金利 クレジット クレジット

エグゼキューション・

サービス

10 エマージング・

マーケット
クレジット G10為替

エグゼキューション・

サービス
金利

エマージング・

マーケット

エクイティ・

プロダクト



プロダクト(例) 現在の収益 
ポートフォリオ1 当社の戦略 

2020年に向けた 
収益ポートフォリオ 

(イメージ) 

M&A、 
財務アドバイザリー 

 米州における選択的投資、顧客
カバレッジ体制の強化 

 クロスボーダー・ビジネスの拡大 

キャッシュ・エクイティ、
先物・オプション 

 インスティネット・プラットフォーム
の活用 

  (株式、債券の執行サービス) 

ECM、DCM 
 GM/IBのコワーク強化 
 米州における選択的投資、顧客

カバレッジ体制の強化 

顧客ファイナンシング、
M&Aに係るヘッジ取引 

 顧客需要の高まりに対応 
 ストラクチャード・ビジネスの拡大 

金利、為替 
株、CB 

 リアル・マネー(年金、投資信託
等)を中心としたビジネス拡大に
注力 

証券化商品、 
クレジット 

 顧客フランチャイズの維持 
 適切なリスク・コントロール 

ホールセール部門：海外ビジネスの戦略 

プライマリー 

アドバイザリー 

セカンダリ
ー・トレーデ
ィング スプレッド・ 

プロダクト 

マクロ、 
エクイティ・ 
プロダクト 
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ソリューション 

1 

2 

3 

5 

4 

エグゼキューション 

マ
ー
ケ
ッ
ト
・
リ
ス
ク 

低 

高 

1. 2013年3月期、2014年3月期、2015年3月期の各実績、および、2016年3月期見通しの4年平均 



米州は海外のフィープールの5割強を占める最大のマーケット ～2015年3月期の米州人員数は欧州の5割程度 

ホールセール部門：米州インベストメント・バンキングの強化 

1. 各期間の月末時点のプロデューサー数の平均 
2. 各期間の月末スポットレート(平均)でドル換算   3.       出所：Dealogic、2014年1～12月 
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グロス収益2 
人員数1 

欧州 

‘12年3月期→’15年3月期 
 人員数1：0.7倍 
 グロス収益2：1.0倍 
 一人当たり収益2 ：1.4倍 米州 

‘12年3月期→’15年3月期 
 人員数1 ：1.2倍 
 グロス収益2 ：1.7倍 
 一人当たり収益2 ：1.4倍 

2012年 
3月期 

2013年 
3月期 

2014年 
3月期 

2015年 
3月期 

2012年 
3月期 

2013年 
3月期 

2014年 
3月期 

2015年 
3月期 

米州 
57% 

欧州 
29% 

海外の 
フィープール3 

$78.6bn 

アジア 
14% 

当社の人員数 
(2015年3月期)1 

米州 
26% 

欧州、50% 

アジア 
24% 



時価総額 

2011年から2015年YTDのフィープール1（時価総額別） 

1. 出所： Dealogic、2015年9月1日現在、DCM(投資適格)を除く 

ホールセール部門：米州における時価総額別フィープールの分布 

顧客数の多い時価総額100億ドル以下の 
レイヤーに注力 

50.8 

25.0 

36.0 

17.2 17.0 

8.5 
5.7 5.6 

31%
15%

22%
10% 10% 5% 3% 3%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

フィナンシャル・

スポンサー他

$0-1bn $1-5bn $5-10bn $10-25bn $25-50bn $50-100bn $100bn +

その他

TMT

Natural Resources

Industrials

Healthcare

Financial Institutions

Consumer / Retail /
Leisure

フィープール合計の47%に相当 

大 小 
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既に注力して 
いる顧客層 

(10億ドル) 



7.1 

7.9 

0.2 
0.1 

0.3 
0.1 

0.1 

2020年3月期に向けたホールセール部門収益の積み上げ(イメージ) 

ホールセール部門：収益の拡大 

(10億ドル) 
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プライマリー 

アドバイザリー 
エグゼキューション 

2020年3月期 
(KPI) 

2015年3月期 

ソリューション 

セカンダリー・ 
トレーディング 

1 
2 

3 
4 

5 

収益の拡大 
+0.8 



2012年 
3月期 

2013年 
3月期 

2014年 
3月期 

2015年 
3月期 

今後の 
ランレート 

2020年3月期 
(年率3% 

成長モデル) 

2020年3月期 
(今回 
見直し) 

固定費2 

ホールセール部門コストと利益水準1 

ホールセール部門： 
コスト管理を徹底する一方で、注力分野への投資は実施 

1.  各期間の月末スポットレート(平均)でドル換算 
2. 賞与以外の人件費、ITコスト、不動産コスト、間接部門コスト等を固定費と見做す 

7,519 
6,879 

6,511 6,419 

-15% 
(百万ドル) 

-22％ 

約6,100 

固定費2 

中心に 
コスト削減を 

継続 

PTIマージン 10% 23% 
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約7,600 

15% 11% -7% 23% 

 収益に応じたコスト増加 
 注力分野への投資 

税前利益(損失) 731 約2,200 1,112 807 -470 約1,800 



アジア：3部門が三位一体となってビジネスを拡大 
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2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 

リテール関連ビジネス アセット・マネジメント関連ビジネス 

リテール関連 
 Capital Nomura Securities (タイ) 
 PCIB Securities (フィリピン) 
 
ウェルス・マネジメント関連 
 ウェルス・マネジメント・ビジネス部門

(アジア域内における連携を推進) 
 上海野村陸家嘴資産管理(中国) 

 香港、シンガポール、マレーシアに
運用拠点 
 

 Nomura Asset Management 
Taiwan(台湾)を連結子会社化 
 

 深圳東方人合(中国)を通じ、中国

国内外の富裕層、機関投資家に
中国PEファンド商品等を提供   

ホールセール関連ビジネス 

 アジア域内外のお客様に、為替、クレジット、エクイティ・プロダクトを中心とする商品・
サービスの提供、ファイナンス、M&A等のサポートを実施 

 アジア域内の富裕層へのアプローチも拡大 

31.6 31.0 

40.1 
46.6 

49.6 

1.5  

-6.7  

8.2  

26.4  
24.0  

収益 
税前損益 

アジア・オセアニア(財務会計ベース、日本を除く) 

(10億円) 



アジアの推定必要投資額1 

アジア各国のインフラ資金ニーズ 
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電力, 
4,003 , 
49% 

道路, 
2,543 , 
31% 

通信, 
1,040 , 
13% 

水・衛生, 
280 , 3% 

港湾, 
257 , 3% 

空港, 64 , 
1% 鉄道, 35 , 

0% 

中国 

(10億ドル) 

 アジアが潜在的成長力を発揮するためには、2010年～2020年の11年間で、域内インフラ整備の為に約8.2兆ドル1が必要 
 アジア各国の旺盛なインフラ整備に向けた各種サポートを強化するための新規プロジェクトを検討中 

2010～2020年の資金ニーズ1 

 
約8.2兆ドル(年間約7,500億ドル) 

インド 

インドネシア 

4,368 

2,172 

450 

マレーシア 

カザフスタン 
70 

179 
パキスタン 

188 

127 
フィリピン 

バングラデシュ 
145 

タイ ベトナム 
110 173 

1. 出所：アジア開発銀行「Estimating Demand for Infrastructure in Energy, Transport, Telecommunications, Water and Sanitation in Asia and the Pacific: 2010-2020」より当社作成 



FinTechへの投資額1は大幅に増加 

金融を取り巻くイノベーションによるビジネスの推進・支援 
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1. 出所：Accenture、「The rise of Fintech」 

金融イノベーション推進支援室 
(2015年12月設置) 

グループCEO 

フィンテック委員会
(2015年4月～) 

2015年12月に専門組織を新設 

スタートアップ企業 
への事業投融資や 
育成・支援などの 

取組み 

オープン・ 
イノベーション 

の推進 

12.2 

0

5

10

15

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

(10億ドル) 

ワーキング・グループ 

ビジネス部門 

新しいビジネス 
機会の追求 



3. 資本政策 



資本の積み上げと、RWAのコントロール 

2,093  2,314  2,459  2,501  

2013年3月 2014年3月 2015年3月 2015年9月 

17,547  17,426  
18,929  18,916  

2013年3月 2014年3月 2015年3月 2015年9月 

+20% 

+8% 

普通株等
Tier 1資本を
積み上げ 

RWA増加を
抑制 

11.9% 

13.2% 

12.9% 

13.2% 

2013年3月 2014年3月 2015年3月 2015年9月 

普通株等Tier 1比率は上昇 
(10億円) 

+1.3%ポイント 
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4.5% 4.5% 4.5% 4.5% 

0.625% 1.25% 1.875% 2.5% 

現在 2016年3月 2017年3月 2018年3月 2019年3月 普通株式等

Tier1比率 
(目標) 

想定される最低要求水準と、当社の目標 

 自己資本規制比率の最低要求水準は、普通株等Tier 1比率で8.0%程度と想定 
 現在議論されているRWAの計測方法見直しの状況次第では、自己資本規制比率に影響が出ると見込まれる 
 これら影響を保守的に見積もった上で、最低要求水準にバッファー部分3%を加え11%以上の普通株等Tier1比率を目指す 
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普通株等Tier 1 

その他 

資本保全バッファー 

12.6% 

>11% 

8.0%程度 

自己資本規制比率の最低要求水準(想定) 

バッファー 
部分 

2015年9月末のバランス
シートに2019年基準を 
適用した場合(試算値) 

当社の目標 



資本効率と、資本の有効活用について 
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 配当性向：30%程度 

 

 余剰資本は、将来の成長が見込める分野への投資、追加的な

株主還元等が選択肢となる 

 資本コストを上回るリターンの確保 

 

 2020年に向けて経営目標であるEPS 100円の

確保 

− ROEで10%程度が目線 

 適切な自己資本規制比率の維持 

− 普通株等Tier 1比率：11%以上 

 

 格付けの維持・向上 

資本効率の向上 盤石な財務基盤 



4. 最後に 



最後に 
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本資料は、当社が発行する有価証券の投資勧誘を目的として作成されたものではありません。売付または買付の勧誘は、それぞれの国・地域の
法令諸規則等に則って作成・配布される募集関連書類または目論見書に基づいて行われます。 

本資料に掲載されている情報や意見は、信頼できると考えられる情報源より取得したものですが、その情報の正確性および完全性を保証または約
束するものではありません。なお、本資料で使用するデータ及び表現等の欠落、誤謬、本情報の使用により引き起こされる損害等に対する責任は
負いかねますのでご了承ください。 

本資料のいかなる部分も一切の権利は野村ホールディングス株式会社に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であ
れ、当社の書面による承諾を得ずに複製または転送等を行わないようお願いいたします。 

本資料は、将来の予測等に関する情報（「将来予測」）を含む場合があり、また当社の経営陣は将来予測に関する発言を行うことがあります。これ
らの情報は、過去の事実ではなく、あくまで将来の事象に対する当社の予測にすぎず、その多くは本質的に不確実であり、当社が管理できないも
のであります。 実際の結果や財務状態は、これらの将来予測に示されたものとは、場合によっては著しく異なる可能性があります。したがって、将
来予測は、過度に信頼すべきではなく、不確実性やリスク要因をあわせて考慮する必要がある点にご留意ください。実際の結果に影響を与える可
能性がある重要なリスク要因として は、経済情勢、市場環境、政治的イベント、投資家のセンチメント、セカンダリー市場の流動性、金利の水準と
ボラティリティ、為替レート、有価証券の評価、競争の条件と質、取引の回数とタイミング等が含まれるほか、当社ウェブサイト
（http://www.nomura.com ）、EDINET（http://info.edinet-fsa.go.jp/）または米国証券取引委員会（SEC）ウェブサイト（http://www.sec.gov）に掲載
されている有価証券報告書等、SECに提出した様式20-F年次報告書等の当社の各種開示書類にもより詳細な記載がございますので、ご参照くだ
さい。 

 なお、本資料の作成日以降に生じた事情により、将来予測に変更があった場合でも、当社は本資料を改訂する義務を負いかねますのでご了承く
ださい。 

 本資料に含まれる連結財務情報は、監査対象外とされております。 

Disclaimer 



Nomura Holdings, Inc. 
www.nomura.com/jp/ 
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